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進学指導教室の倒産による関連信販会社との紛争案件 報告書  

第1 紛争の概要  

1紛争案件   

進学指導敬重の倒産による関連信販会社との紛争  

2 紛争の当事者   

（1）申立人（消費者）  

進学指導教室の生徒の父母  

（2）相手方（事業者）  

13名   

倒産した販売会社（株）アイテス（進学指導教室を経営）を加盟店としていた信  

販会社（株）アプラス（以下「信販会社甲社」という。）  1社  

3 事件の概要  

平成5年2月に大学進学指導教室の経営と併せて受験用教材の販売を行っていた   

本件販売会社が倒産し、東京都消費者センターに30数件の相談が寄せられた。こ   

のうち信販会社甲社と割賦払い若しくは一括払いの契約を交わしていた相談者も多   

数存在した。東京都消費者センターでは、これら相談を処理するため信販会社甲社   

と交渉を重ねた結果、概ね次のような回答を得た。  

・代金のうちサービス分7割、教材分を3割とする。（はじめは、サービス5割、   

教材5割と主張していた。）  

・役務の代替として、FAXシステム（FAXを利用して添削・指導を行うシス   

テム）機器の提供及び同添削指導を無償で行う。  

・一括払いを含む支払終了者については未提供サービス分の返金には応じない。  

・割賦残額のある者に対しては、来援供サービス分については請求しないが教材  

分の残金は請求する。   

この信販会社甲社の回答に対して、納得できないとする相談者13人が、東京都   

消費者被書救済委員会による解決を申し立てた。  
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平成8年1月11日  

東 京眉β 知 事  

青 島 幸 男 殿  

東京都消費者被蕃救済委員会会長  

「進学指導教室の倒産による関連信販会社との紛争」の  

処理結果について（報告）   

平成6年4月6日付5生文価取第614号により、紛争処理の付託を受け   

た標記案件につき、本委員会の処理を終了したので、その経過および結果を   

下記のとおり報告いたします。   

なお、本委員会 

におい七同様の紛争が裁判で争われており、近く解決する可能性が認められ   

たため、本報告を保留していたところ、その後、裁判が長期化する見通しと   

なったため、ここに報告いたします。  

記  

「進学指導教室の倒産による関連信販会社との紛争案件報告書jに記載の   

とおり。   



は   し  が  き  

本書は、平成6年4月6日知事から東京都消費者被害救済委員会に処理を  

付託した紛争について、平成8年1月同委員会から報告されたものを、関係  

各位の参考に供するため発行するものです。  

広く御活用願えれば幸いです。  

）  

平成8年1月  

棄京都生活文化局   



申立人らは、いずれも子弟か高校1年生の時に、当教室で大学進学の指導を受け  

ることを目的として入会させたものである。教室の倒産はこれらの子弟が高校2年  

生の3学期であり、受験勉強に最も重要な3年生の時期に期待していた指導が受け  

られなくなったことについて強い不満があり、このことが本件紛争の原因となった  

と考えられる。また、本紛争においては、倒産した本件販売会社の販売員の多くが  

販売の際に、現役合格を標模する「進学指導教室」への入会のみを強調し、教材販  

売の意図を伏せて販売したため、消費者側は本件契約について、 「現役での大学合  

格の指導を契約したもので、教材ほおまけのようなもの」との認識を持っており、  

それが相手方である信販会社甲社の「教材の販売が主体で、それに教室での指導が  

付帯したもの」という認識と異なっていることも紛争の一因となったものである。  

4 当事者双方の主張  

（1）申立人（消費者）の主張   

① 支払終了者（8名）  

内野  

ア ー括払い （全額を信販会社甲社を経由して全額一括払いした者）7名  

イ 繰上返済 （割賦期間を練り上げて返済を終えた者）  1名   

・一括払いといえども信販会社甲社は、本件販売会社から手数料を得ている。  

また、加盟店管理の責任もある。   

・既に支払った費用のうち、未受講分（教室閉鎖により受講不能と写った分に  

相当する金額）の返還を求める。   

② 割賦残額のある者（5名）   

・教材が3割、サ∵ビスが7割とする信販会社甲杜の主張ほ認められない。全  

額をサービス（指導料）として契約したものである。   

・本件販売会社倒産以後の割賦は支払わない。   

・サービスの代替としてのFAXシステムは、受け入れられない。  

（2）相手方（事業者）の主張  

① 支払終了者（8名）に対して  
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・一括払いは、実態は集金代行で現金払いと同∴である。法律にも返還規定は   

なく返還には応じられない。  

・繰上返済者は、割賦手数料軽減のため自らの意思で繰上返済を選択し、法的   

保護の外に出たものであり、返還には応じられない。  

・希望者には、サービスの代替としてFAXシステムを無料で提供する。  

② 割賦残額のある者（5名）に対して  

・契約額のうち、7割がサービス分（指導料）で3割が商品分（教材）である．。  

・割賦契約のうち、7害りのサービス分については倒産後の請求をしないが、3   

割の商品分については支払いを求める。  

・希望者には、サービスの代替としてFAXシステムを無料で提供する。  

第2 紛争解決に向けての審議経過と結果  

1あっせん部会の処理   

平成6年4月6日東京都知事から前言己第1の紛争の概要に記した案件解決にちき  

付託を受けた本委員会ほ、まず、あっせん部会において紛争の解決に取り組むこと  

とした。以来、あっせん部会ほ当事者双方から聴取、収集した資料・情報の検討等  

争こより事実関係の把握につとめた。   

なお、この処理の行われていた平成6年秋に、委員会の問い合わせに対して信販  

会社甲社から、「割賦残額のある申立人5名については、既に債権償却の処置を  

とった」との回答があった。従って、割賦残額のあった5名の申立人にづいては、  

希望のとおり倒産以後の割賦支払いが不要となったので、あっせん部会における処  

理を終了し、残る全額支払済の8名の申立人についての処理を継続することとした。   

あっせん部会は、平成7年4月11日、それまでの21回にわたる審議及び当事  

・者双方との折衝の経緯等を踏まえて、信販会社甲杜ほ消費者に対し一定の金具（未  

受講分に相当する金額を基準として算出した金額）を返還する旨のあっせん案を、   

紛争の当事者双方に提示し回答を求めた。   

その結果、消費者全員から、「受諾する」との回答があったが、信販会社甲社か  
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らほ「受諾しない」との回答があり、あっせんほ不調に終わった。  

2 調停部会の処理   

本委員会は、あっせん不調となった本件の処理について、 「手段を尽くし解決を   

図る」という基本方針に基づ善、調停部会による解決のための処理に移行して、調  

停によって解決を図ることにした。   

調停はあっせん部会が聴取・収集した資料・情報等を基に解決案を作成し、平成   

7年4月28日信販会社甲社に提示し受諾を勧告しキが、同年5月11日に信販会  

社甲社から、拒否する旨の回答があった。   

委員会は、この紛争が、本委員会の紛争解決手続きである「あっせん」「調停」   

のいずれもが、信販会社甲社側の拒否により不調となったため、本委員会による解  

決は不可能と判断し、その処理手続きを終了することとした。   

なお、本件において、本委員会は、次に述べるような基本的な考え方に立って、  

信販会社甲社が、申立人らに対して一定の金額の返還を行うことが妥当であると判  

断し、信販会社甲社に対して誠意をもって説得にあたったのであるが、以上のよう  

な経過を経て相手方信販会社甲杜の同意を得ることができなかったことば、本委員  

会の遺憾とするところである。  

委員会の提示した解決案ほ、次のとおりである。  

解決案  

（1）信販会社甲社は、各申立人らに対し別紙「申立人別返還金額一覧表」   

返還金額欄記載の金額を、平成7年5月末日までに支払う。  

（2）信販会社甲社と各申立人ら間には、前記（1）以外何らの債権債務も存在   

しない。  

－ 4 －   



別 表  

申 立 人   返 還 金 額   

A   146，500円   

B   130，930円   

C   179，477円   

4   D   146，500円   

E   146，500円   

F   101，346円   

7   G   197，020円   

H   233，083円  

合  計   1，281，356円   

第3 解決案についてのコメント  

1信販会社甲社が過払い金を支払うペきであるとする根拠について   

本件契約について、信販会社甲社との関係でみると、消費者（申立人ら）は本件  

販売会社と契約を締結するにあたって、その代金支払を分割払にするか一括払にす  

るかの選択をすることができるが、信販会社甲社は、分割払の場合には手数料を消  
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費者から取得し、血括払の場合には本件販売会社から約2．5～3．5％の手数料を  

取得することになっている。信販会社甲社ば、本件販売会社の本件契約の締結に際  

して、代金総額相当額を販売業者に支払うことによって代金徴収権を取得し、消費  

者に手数料を加えた金額を分割して請求するという形をとって事業活動を行ってお  

り、実質的にほ本件販売会社の代金徴収業務を代行して手数料収入を得ることを業  

務としているのが実態である。   

すなわち、信販会社は、消費者との間では消費者のための立替え払いを行う契約  

を締結しているという形式を採っているが、その実態は、決して消費者に対しての  

み与信行為を行っているといえるようなものでほなく、販売会社に対しても一種の   

与信行為を行っているということができる。しかも、この場合に、消費者と信販会  

社との関係が－一回限りであって決して密接なものではないのに対して、信販会社と  

販売会社の関係は、継続的な関係である加盟店契約による結合関係であり、相互に  

激務・事発活動についての認識を前提として契約関係に入ると同時に、相互に協力  

して同一の消費者と売買契約及び立替払契約を締結するのであって、両者は密接な  

協力関係にあるということができる。   

したがって、信販会社と販売業者との加盟店契約の締結に際してば、販売業者が  

信販会社に対してその信用状況等についての的確な認識を持つことば当然であるが、  

信販会社の側でも、販売共著の信用状況、事業内容および事実の見通し等について  

十分に調査したうえで、取引を開始することについての確信を持つことを前提とし  

て契約を締結しているということができる。このことを前提として、信販会社は、  

販売業者との間で、商品・サービスの販売業務と代金回収業務を分担して消費者に  

対応することになるのであって、販売業者と信販会社の密接な協力関係による結合  

体が、消費者と取引を行うという実態が認められ、ここに販売業者と信販会社の一  

体性が認められることになる。  

このような継続的な協力関係を前提として、信販会社に対しては、とくにサービ  

スの提供が契約内容になっている場合には、契約締結後も常に加盟店のサービス提  

供に係る事業活動を継続的に管理し必要な場合には指導することが要請されている  

のである。それゆえ、販売業者がサービス不履行の状況に至った場合にほ、それば  
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密接な関係にある信販会社の販売業者に対する対応が怠慢であったことに起因する  

ものと見ることもできる。両者の協力的結合関係にもとづく当然の結論である。し  

たがって、その怠慢から生ずる損害を信販会社の負担に帰せしめることば決して不  

当とはいえない。むしろ、継続的な協力関係を前提として販売業者の事業の管理を   

継続的に行っている信販会社は、販売業者のサービス不履行状態が発生した場合に  

は、販売業者との実質的な関係にもとづいて消費者の救済を図ることが、あるべ書  

社会的存在としての企業の姿といわなければならない。   

他方、これを本件の消費者の立場から見てみると、本件販売会社との契約におい   

ては、後述のようにその提供する大学進学指導教室におけるサービスの提供を受け  

ることを中心として契約を締結したといえるが、その契約をするに際して信販会社   

甲杜と立替払契約をしたとしても、それほ本件販売会社と契約を締結するための1  

つの手段ないしは手続として意識しているにとどまる。また、消費者が他の金融機  

関を介した分割払を希望しても、販売菓者が加盟店契約をしている信販会社しか利  

用できないのが原則であり、とくに本件販売会社ほ、信販会社甲社との契約のみが  

可能であることを消費者に伝えているのである。この場合に、契約条項を多少修正  

したいと消費者か考えても、約款利用のためそれをすることもできないのが実情で  

ある。一括払か分割払かの選択をするということだけが、消費者の判断できる事項  

ということになる。したがって、本件販売会社と契約することを希望する消費者と  

して▲は、本件販売会社と信販会社甲社とを、サービスの提供をうけるための取引の  

相手方として一体と見ることば極めて自然であるということがで巷、販売業者と信  

販業者という2つの事業者が存在していることさえも明確には認識していない場合  

が多いのが現実である。  

その結果、消費者としては、倒産等によって販売業者にサービスを履行しないと  

いう状況が生じた場合に、信販会社に対する分割払を継続することは考えないし、  

すでに信販会社に一括払した消費者も、販売業者が契約の定めたサービスを履行し  

ない場合には、不履行部分に相当する代金の返還を求めるのは、当然と考えている。  

消費者としては、契約締結喝に販売発着と信販会社とを「体として認識しているの  

であるから、返還についても両者を一体として見ているのである。したがって、形  
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式論理的に、売買契約と立替払契約とを別個の契約として認識し、販売菓者と信販  

会社をそれぞれ独立した別個の存在であり、信販会社は消費者のために販売業者に  

立替払をしているものと考えて対応することを消費者に求めることほ、無理である  

と同時に、この三者間の由係の実態にも適合しない。むしろ消費者の認識が、実態  

を的確に反映しているということができるのである。このような場合には、消費者  

の立場に立って、消費者の認識に従って契約内容を捉えることが、実質的平等と社  

会正義を実現する方途である。   

以上のように考えると、本件販売会社の倒産によって消費者に損害が生じている  

ことば否定できないので、この損害を消費者に負担させること■は妥当ということが  

できず、信販会社甲杜がその損害についての責任を負担すべきものといわなければ  

ならない。この場合の消費者の損害は、提供を受けないサービスに対して対価を支  

払うことであるから、信販会社甲社は、単に消費者に対して将来に向かって分割払  

請求を停止するだ章ナでなく、過払分の返還をも認めるべきである。当委員会は、こ  

のような判断に基づいて、前記の解決案を作成したのである。  

2．信販会社甲社の返還金額について   

信販会社甲社の申立人に対する返還金額については、次のように判断した。   

本件においては、本件販売会社ほ、教材（ビデオ等）を使用して、現役合格を標  

模した準学指導事業を行っていた。これについて、申立人は、教材はあくまでも進  

学指導教室で使用するものであって、契約は学習指導につし、て行われたもので、そ   

の対象は教室におけるサービスであるとの認識を持っていたと認められる。これに  

対して、信販会社甲杜ほ、本件販売会社が消費者との契約で使用した契約書には、   

サービス（学習指導）と商品（ビデオ教材）の区別がしていないが、その中心ほ教  

材を対象としたものであることを主張しており、またこれにサービス提供が契約内  

容として含まれていても、その比率は最高でも50％であるとしている。   

この問題については、申立人らおよび信販会社甲社担当者からの事情聴取、およ   

び進学指導教室の案内等から判断して、少なくともサービスの提供にかなりの比重  

を置いて申立人らが契約を締結したことば否定できないと考えられる。具体的な比  

¶ 8 －   



重を判断する決定的な材料を見出すことはできないが、この点についてのあっせん  

部会と信販会社甲杜の話し合いの過程で、信販会社甲社側から、教材価格を30％  

とすることも承認できるとする意見の提示があり、その比率についての一応の合理  

性を認めることもできると考えられるので、これを基準として算定を行うことにし  

た。本件相手方である信販会社甲杜は、最終的にほ返還を拒絶したのであるが、こ  

の提示を行った時点までは、返還も視野に入れた話し合いに応じていたのである。   

したがって、返還すべき金額は、契約金額から30％の教材価格を控除したサー  

ビスの価格から、すでに申立人らが各々受講した回数に相当する額を控除した金額   

ということになる。   

本件の申立人らは、契約締結において一括して契約金額を支払った者が7名、割  

賦期間を繰り上げて支払った者が1名であり、いずれもすでに支払いを終わってい  

る着である。したがって、支払い時点において前者は手数料を支払っておらず、後  

者は残金一括支払いの時点以降の手数料を支払っていないことになる。当部会とし  

ては、この手数料については、サービスの価格については手数料を加算して計算す  

ることが公平の原則に合致するものと考えたので、既受講率を乗じて既払い額から  

差し引くべきサービスの価格については、これに相当する手数料を加算することが  

妥当であると判断した。   

この考え方を計算式で表せば、つぎのとおりである。   

返還額 ＝ サービス価格（契約価格一散材価格〔契約価格の30％〕）  

－（サービス価格＋販売価格の割賦手数料）×受講率   

信販会社甲社は、本件申立人らそれぞれについて、以上の数式によって計算した  

金員を、別表（5頁）のとおり、申立人らの過払い分として返還しなければならな  

いと判断したのである。  

第4 報告にあたっての付加的意見  

1教育サービスを表示した商品販売についての問題   

本件においては、消費者を勧誘し契約を締結した本件販売会社が、契約締結にあ  
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たって、大学受験の学習塾における教育サービスの提供を中心とした勧誘を行って  

いたにもかかわらず、信販会社甲社は学習用教材の販売に主眼があったことを主張  

しており、サービスの提供に商品が付随しているのか、商品の販売にサービスが付  

随しているのかが不明確であることに問題点が認められることば前述のとおりであ  

る。このことば、勧誘がサービスについて行われている一方で、契約ほ商品につい  

て行われているということになり、契約内容としての商品とサービスの関係が不明  

確であることに問題があるということができる。   

この点についてほ、消費者に対する勧誘の時点で、両者の関係を明白にするので  

なければ、消費者に対する不当表示として問題にされるべきものである。このこと  

については、かかる商品とサ「ビスを組み合わせて消費者と契約を締結する販売業  

者においてはもちろん、当該販売菓者を加盟店とする信販会社においても、取引の  

実態を明確に把握して、商品とサービスの混同による契約内容の不明確さを排除す  

るための措置を講じておくことが必要であると考えられる。本件における当委員会  

の判断について見られるように、この点にづいての問題があった場合には、消費者  

が当該取引をどのように認識したかを中心として、当該取引の性格を判断するべき  

こ七はもちろんであるが、販売業者及び信販会社がかかる混同、不正確さを排除す  

るために、契約書のみならず、消費者を勧誘するための行為、パンフレット、口頭  

の説明等においても、このことを明確にするための措置をとっておくことが不可欠  

であると考えられる。  

2 授業料の支払い方法について   

本件においてば、すでにみたように、学習用教材の販売と進学拾導サービスとが  

組み合わせられており、このことが問題とされることになるが、少なくとも消費者   

の側では、進学指導サービスについての契約を締結したと考えていたといえること  

ば前述のとおりであり、進学指導サービスについての未受講分についての返還を妥   

当としたのが、本委員会の判断である。したがって、返還を妥当としたのは、進学  

教室における教育サービスとの関係であり、いわば未受講分の授業料ということ 

できる。そこで、この種の教育サービスの対価、すなわち授薬科の支払い方法につ  
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いての検討が必要とされることになる。   

現在、学校教育法の適用のない教育事業を行っている企業もしくは個人が多数存  

在する。行政当局への認可手続をしないいわゆる無認可校である。これら無認可校  

の規模、内容はさまざまであるが、実際にそこで教育を受けている消費者、 

受けようとしている消費者が多数存在していることば、社会的にその需要があるか  

らであり、これらの教育事業の果たしている役割を無視することばできない。しか   

しながら、これらの教育事業者は、何らの法的な規制を受けていないこともあって、  

必ずしもすべてが適正に運営されているとほいえないのが実態といえる。事業者は   

できるだけ生徒を集めるべく、自己の教育事業を美化し、誇張しがちであり、実態  

を示さないような教育内容の表示も見られることから、取引条件についての表示、   

とりわけ広告・宣伝が適正に行われることが求められることにもなる。   

消費者は、かかる教室に入学し、種々の教育を受けることになるが、営利事業と  

して行われているため、教育内容の如何によっては、契約期間の途中において消費  

者側の理由からも中止する場合が考えられる。他方、事業者側としても、収益性に  

問題が出てくる場合には、教育内容を自由に変更し、また、その質を低下させ、場  

合によっては事業の変更、廃止という事態になることも予想される。   

このようなことば常に予想し得ることである。また、かかる教育事業者と消費者  

が契約を締結する場合には、消費者がその教育内容を的確に認識することができる  

ことが前提とされることも当然のことであり、消費者は実際に受講することによっ   

て、そのサービスについての正確な認識を得ることができるのであって、このこと  

を重視することも必要である。提供される教育サービスとの対価関係ということも  

考慮に入れると、事業内容に見合った対価の支払いがなされるということがあるべ  

き姿ということができる。商品であれば現物を手にとって確認し、それを納得して  

購入した場合には、購入者も支払済み代金の返還を求めることはできないのが当然   

である。しかし、進学教室等のように、将来受けるサービスの内容が必ずしも明確  

でない段階で契約を締結し、そのサービスの提供がある程度の長期にわたるような  

場合に、契約締結時点で契約代金を全額納入させることには問題の余地がある。事  

業者にとっては収入の安定のために望ましいことであろうが、消費者にとっては何  
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ら益するところがない。むしろ消費者とすれば、サービス受領後の後払いが望まし  

いということになろうが、事案者の意向とは合致しないことになろう。   

このような状況を勘案して、とくに消費者が契約の内容を予見することができな  

いことも考え合わせて、両当事者の間の公平という見地に立っと、消費者が不測の  

損審を被らないためにも、血走以上の長期にわたる（一年以上）進学教室等の教育  

事案の場合には、サービス提供月毎の料金を前払いするという月謝制か妥当ではな  

いかと思われる。月謝払いが困難ならば、契約代金全額を契約時に支払うというよ  

うな極端な方式ほ改めて、少なくとも2～3ケ月毎の分割払いにすることを原則と  

すべきである。   

また、もし、事業者が契約代金を前受金という形式で契約時に全額受領するよう  

な場合には、信販会社を通すと否とに関係なく、割引制は勿論のこと、その前受金  

の保全捨置を何らかの形で講じておくよう事業者に義務づけるぺ尊であろう。更に  

考えるならば、万一の場合を考えて、消費者のために保険契約を締結する等の方策  

も考えてしかるべきであろう。  

3 通商産業省の「指導文書」について   

昭和59年の割賦販売法の改正により新設された同法第30粂の4は、備品割賦  

購入あっせんについて、いわゆる抗弁権の接続を認めた規定として脚光を浴びたが、  

前記サービス契約には適用はなく、最近の紛争の実態からみて、さらに⊥歩踏み出   

した消費者保護施策が要請されている。本件のように、販売業者の都合により契約  

期間の中途で英会話教室が閉鎖され、消費者か継鱒的サービスの提供を受けられな   

くなったときに、消費者が契約金額を一括して全額支払っていた場合等、未受講分   

に相当する金額が支払われている場合に、過払いになっている対価の返還を受けら   

れないという問題が生じることになるのである。   

この間題に対して、平成4年10月8日付通産省の指導文書は、クレジットを利  

用したサービスの取引について、倒産等によりサービス提供が不可能となった場合   

や中途解約等に伴う消費者トラブルが増加していることに対応するものである。具  

体的な内容としては、「・・継続的な役務提供を行う加盟店が倒産等の加盟店側の  
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事由により役務提供を行うことができなくなった場合には、直ちに消費者に対する  

支払請求を停止すること。なお、消費者の同意か得られた場合には、消費者と加盟  

店との契約に定められた内容と同等の役務の提供が行われるよう所要の措置を論じ  

られることをもって以上の措置に代えることができるものとする。」とされており、  

一種の行政指導として受け止められている。   

この通産省の指導が、加盟店の倒産等の場合に、信販会社に対レて消費者に対す  

る支払請求を停止することを求めていることば、上記の割賦販売法の趣旨を帯した   

指導として意義のあることであるといえる。しかしながら、その具体策として、サ  

ービス提供が不可能になった場合の措置として、単に消費者に対する支払請求を停  

止し、消費者の向意による代替処置を講じることのみを言己していることが問題とな  

る。本件においても当委員会が受諾勧告をした解決案について、信販会社甲社は、  

解決案が通産省の指導を超える措置であることを理由の一つに挙げて、受諾しない  

旨の回答を行っており、通産省の指導の内容がここに記載されている措置に限定さ  

れるものであるとすれば、妥当ということばできない。   

このことば、消費者の支払いが滞っている場合、または消費者が契約金額全額を  

予め支払っている場合と、それを分割して支払っている場合とで、極めて不公平な  

結果をもたらすことを考えれば明らかである。この点について、この指導はトラブ  

ルを防止するために、取り敢えず請求の停止を求めたものでその後の措置について  

は関知するものではなく、代替措置ば、消費者が同意すれば解決のための方策とし  

て認められることを述べたにとどまるとみることもできる。また、事実上の対応の   

指導であって、法的な問題に言及していないということもできるであろう。しかし  

ながら、現実の信販会社のこの指導にもとづく対応は、一度停止した請求を再び開  

始することが困難であることから、結果的には損失と．して償却するほかはないとい  

うことであって、事実上の債権放棄を求めたものとして受け取られていることもま  

た事実である。   

したがって、この指導の実質的な効果は、抗弁権の接続を割賦販売法第30条の  

4に掲げた個品割賦購入あっせんに限定せず、そこで記されている措置の範囲でサ  

ービス取引にまで拡大したものと見ることができる。その場合に、抗弁権接続の内  
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容が、信販会社からする支払請求の停止に止まっていることが問題である。基本的  

に、支払停止の論理はそのまま過払対価の返還につながりうるものである。実際に、  

指導文書は消費者が同意した場合の代替サービスの可能性をいうが、これは消費者  

の支払った金額とサービスとの間の完全な対価関係の維持によって消費者被審を防  

止することに通じるものと考えられるのである。もしそうであるなら、消費者の同  

意が得られない限り、過払部分の返還によって、いわば消極的な形で対価関係を維  

持することもまた認められるということにならなければ、趣旨は一貫しないことに   

なる。   

このように考えた場合、通産省の指導文書の考え方は、結局のところ販売業者の  

倒産によるサービス不履行があれば、消費者ほ過払対価の返還を直接信販会社に請  

求することを認めることに通じるということになり、一部だけを便宜的に取り出し  

て指導するということであれば、理論的矛盾に逢着することになる。このことば前  

述の販売業者と信販会社の「経済的一体性」という論拠からも当然肯定されるとこ  

ろである。   

販売業者の倒産は、直接的には信販会社の費任ではないかもしれないが、それ以  

上に消費者の責任ではあり得ない。もともと信販会社は、販売業者を自らの責任で  

選択し、契約しかつ管理しているという関係にあることは前述のとおりであり、両  

者間には密接な協力関係が認められるのである。その販売業者倒産の負担を、事業  

活動に関与することもなく、まして管理・監督などは考えられない消費者に一方的  

に負わせることの不当性は明らかである。信販会社と販売業者との密接な関係を直  

視し、両者の「経済的一体性」に基づく共同責任考肯定することによって、消費者  

の実質的な権利を回復するかたちで解決が図られるべきである。 

以上述べたような1消費者の置かれた立場を的確に判断した上での解決が、行政  

の場のみではなく司法の填でも図られることが必要セある。  
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1．「進学指導教室の倒産に係る関連信販会社と紛争」の処理経緯  

2．東京都消費者被害救済委員会委員名簿   



「進学指導教室の倒産に係る関連信販会社との紛争」の処理経緯  

開催年月日   会   議   名   審  議  内  容   等   

6年4月6日  委員会（総会）   紛争案件の処理を知事から委員会に付託  

・申立人 消費者（進学教室生徒の父母）13名  

・相手方 事業者（信販会社）  1社   

6。4・2 2  第1回あっせん部会  処理方針の審議・検討   

6。5・13  第2回あっせん部会  紛争処理につき審議検討   

6・6・ 6  第3回あっせん部会  申立人（消費者）からの聴取   

6・6・2 4  第4回あっせん部会  信販事菓着からの聴取率項等の審議・検討  

6・6・3 0  第5回あっせん部会  信販事業者からの聴取   

6・7・14  第6桓iあっせん部会  紛争処理についての審議・検討   

6・7・2 9  第7回あっせん部会  あっせん案（試算）の審議・検討   

6・8・2 2  第8回あっせん部会  信販事業者の対応についての審議・検討   

6・9・ 9  第9回あっせん部会  信販事業者の対応についての審議・検討   

6・9・2 7  第10回あっせん部会  関連事業者からの聴取   
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開催年月日   会   議   名   審   議   内   琴   等   

6・10・2．7  第11珂あっせん部会  処理方針等の審議・検討   

6・11・3 0  第12回あっせん部会  申立人からの聴取   

6・12・19  第13回あっせん部会  紛争処理についての審議・検討   

7・1・2 6  第14匝トあっせん部会   同  上   

7・2・ 3  第15恒1あっせん部会  信販事業者からの聴取   

7・2・ 6  第16回あっせん部会  信販事業者からの聴取   

7●2－22  第17回あっせん部会  紛争処理についての審議・検討   

7・3・ 6  第18回あっせん部会  信販事業者からの聴取   

7・3・16  第19回あっせん部会  紛争の処理についての審議・検討   

7・3・24  第20回あっせん部会  紛争のあっせん案についての審議・検討   

7・4．・ 7  第21回あっせん部会  紛争のあっせん案決定。  （7．4．11提示  

消費者は受諾、信販会社は拒否の回答）   
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開催年月日   会   議  名   審  議  内  容   等   

7・4・2 8  第22回あっせん部会  紛争の調停部会への移送を決定   

7・4・2 8  第1回 調停部会   解決案作成  

（7．4．28 受諾勧告、信販は受諾拒否回答）   

7・6・ 5  第23回あっせん部会  今後の対応検討及び知事への報告書原案の審議   

7・6・16  第24回あっせん部会  今後の対応検討   

7・6・22  委員会（総会）   紛争処理経過を報告   

8・1・11  委員会（総会）   報告書決定。知事へ「委員会報告書」を提出   
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東京都消費者被害救済委員会委員等多簿  

平成7年12月現在   

委員等 （17名）  （五十音順）  

氏  名  現  職   備  考   

学識経験者要点  

飯山 雄次   千葉工業大学研究所薮授  

上村 正二   弁護士（東京弁護士会所属）  

清水，誠   神奈川大学法学部教授  

正田  彬   上智大学法学部教授   会長代理  

高野 真人   弁護士（東京弁護士会所属）  

高柳 信一   東京大学名誉教授   会   姦  

野村 宏治   弁護士（第一東京弁護士会所属）  

益子 邦洋   日本医科大学救急医学科助教授  

消費者委員  （4名）  

寺田かつ子   東京都地域消費者団体連絡会 代表委員  

中村 紀伊   主婦連合会 参与  

原  早苗   消費科学連合会 事務局次長  

日和佐倍子   東京都生活協同組合連合会 理事  

事業者委員  （4衰）  

小林福一郎   束京都商工会連合会 専務理事  

菅谷 頼通   東京都中小企業団体中央会 会長  

千本松政義   日本工業団体連合会 理事  

本庄 正則   東京商工会議所 常議員  

専  門  員  （1名）  

飯島 紀昭   成撰大学法学部教授  
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本件処理におけるあっせん部会委員等名簿  

委員等（6名）  （五十音順）  

氏  名  現  職   備  考   

学識経験者委員  （3名）   

上村 正二   弁護士（東京弁護士会所属）  

清水  誠   神奈川大学法学部教授  

○  正田   彬   上智大学法学部教授   会長代理   

消費者委員  

中村 紀伊   主婦連合会 参与  

事業者委員  （1名）  

小林福一郎   東京都商工会連合会 専務理事 

専  門  員  （1名）   

飯島 紀昭  

○ あっせん部会長  

本件における調停部会委員筆名簿  

委員等 （6名）  （五十音順）  

氏  名   現  職   備  考   

学識経験者委員  （5名）   

上村正二  弁護士（東京弁護士会所属）   

清水誠  神奈川大学法学部教授   

○ 正田 彬  上智大学法学部教授  会長代理  

高柳信一  東京大学名誉教授 会 畢  

野村宏治  弁護士（第一東京弁護士会所属）  

専 門 員  （1名）   

飯島 紀昭   成瑛大学法学部教授  

○ 調停部会長  
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